
未来に応える三菱製鋼
あ     す

第91期  中間報告書
平成26年4月1日～平成26年9月30日

株主の皆様へ



ご挨拶

取締役社長

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　ここに、第91期中間期（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）
の会社概況についてご報告申し上げます。

　当社グループを取りまく経営環境は、自動車業界において、国内は消
費税率引き上げに伴う影響があったものの、北米での需要が堅調に推
移いたしました。建設機械業界においては、鉱山用建設機械の需要が
低迷しているものの、全体としては回復局面が引き続き継続しております。
　このような状況下、連結売上高は、前年同期比52億３千万円（9.7％）
増収の591億２千万円となりました。連結営業利益は、前年同期比７千
４百万円（3.4％）増益の22億９千２百万円となりました。なお、四半期
純利益は、15億５千５百万円となりました。
　中間配当につきましては、業績及び財務・財政状況などを総合的
に勘案した結果、１株当たり２円50銭とさせていただきました。通期
につきましては、連結売上高1,168億円、連結営業利益53億円、連
結当期純利益32億円を予想しております。
　
　今後、さらに世界で闘う競争力の強化を目指し、営業・製造・技術
部門が連携し、新たな商品開発、技術力の向上を図ってまいります。
また、ばね事業では新たにインドで合弁会社を設立、特殊鋼鋼材事業
ではインドネシアの技術支援先への資本参加を行いグローバル化を推進
いたしました。これにより、新興国での供給能力増強や販売地域の拡
大に努め、需要の取り込みを加速し、引き続き人材育成と新技術の
開発に力を入れ、「特殊鋼をつくり、加工する会社」として素材から製
品まで一貫して手がける総合力を強化してまいります。
　株主の皆様には、今後とも一層のご指導とご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。

平成26年11月
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業績の推移
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セグメント別状況

特殊鋼鋼材事業
主な製品、事業所
●製　品　棒鋼（機械構造用合金鋼・炭素鋼、ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼・軸受鋼 他）
●事業所　国内1工場（北海道 室蘭市）       
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売上高構成比 事業の状況
　特殊鋼鋼材事業につきましては、国内では建設機械・産業機械等を
はじめとして全体的に需要が回復したことにより、売上高は、前年同
期比20億５千５百万円（8.7％）増収の256億５千６百万円となりま
した。営業利益は、売上増及びコストダウンに努めた結果、前年同期
比２億７千３百万円（33.8％）増益の10億８千２百万円となりました。

重要施策
　三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社では、引き続きコスト改善を推進し、
同社が立地するコンビナートの特色を生かし国際競争力の強化に努め
てまいります。また、現在進めております海外工場（インドネシア）
でのばね鋼の生産・販売体制の早期確立を目指してまいります。
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ばね事業
主な製品、事業所
●製　品　自動車サスペンション用ばね・建設機械用ばね、
　　　　　情報通信機器用部品（機構部品・アンテナ等）、自動車補給部品　他
●事業所　国内1工場（千葉県 市原市）、海外5工場（カナダ、米国、中国、インド、フィリピン）
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売上高構成比 事業の状況
　ばね事業につきましては、国内では消費税率引き上げに伴う影響が
あったものの、海外では北米・中国の新規拡販により、売上高は、前年
同期比15億４千１百万円（6.8％）増収の243億２千万円となりました。営
業利益は、国内及び北米での品種構成の変化、為替の影響等により、
前年同期比１億６千５百万円 （19.8％）減益の６億７千２百万円となりま
した。

重要施策
　アジアを中心とした新興国の需要増に対応するため、インドにおける
合弁会社を軌道に乗せ、グローバルな供給体制の構築を進めてまいりま
す。また、千葉製作所の開発体制を強化し、技術・コスト競争力を追求
してまいります。北米事業では、引き続き改善に取り組むとともに受注拡
大に注力してまいります。
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セグメント別状況

素形材事業
主な製品、事業所
●製　品　精密鋳造品、特殊合金粉末、建設機械用耐摩耗鋳鋼品、鋳造磁石　他
●事業所　国内1工場（福島県 会津若松市）、海外1工場（タイ）       
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売上高構成比 事業の状況
　素形材事業につきましては、鉱山用建設機械部品の需要減がありま
したが、ターボチャージャー部品の需要回復等もあり、売上高は、前
年同期比４億７千８百万円（10.4％）増収の50億６千８百万円となり
ました。営業利益は、売上増及びコスト改善効果により、前年同期比
２千５百万円（13.4％）増益の２億１千１百万円となりました。

重要施策
　MSM(THAILAND)CO.,LTD.では、今後の需要増が見込まれるター
ボチャージャー用タービンホイールの量産工場を新規に立ち上げ、生
産を開始します。また、現在開発中の軟質磁性材粉末等の量産化を行
い、売上げの拡大を進めてまいります。
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機器装置事業
主な製品、事業所
●製　品　鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、環境機器　他
●事業所　国内1工場（長崎県 長崎市）       
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売上高構成比 事業の状況
　機器装置事業につきましては、受注は回復傾向であり電力機器等の
増加により、売上高は、前年同期比10億２千６百万円（26.4％）増収
の49億６百万円となりました。営業利益は、電力機器等の売上げが増
加したものの、鍛圧機械業界は回復傾向の中、依然厳しい状況により、
前年同期比１千６百万円（6.3％）減益の２億３千９百万円となりまし
た。

重要施策
　三菱長崎機工株式会社では、国内外への新分野・新製品の拡販に努
め、持続的成長を目指してまいります。そのために新技術の開発、生
産技術の向上に注力し、総合エンジニアリング会社を目指してまいり
ます。
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トピックス

品質優秀サプライヤー賞を受賞

資本参加調印式

インドネシア PT. JATIM TAMAN STEEL社への資本参加

GENERAL MOTORS社より表彰
　 北 米 に あ る 当 社 子 会 社 のMSSC 
CANADA INC.ならびにMSSC US INC.
は、GENERAL MOTORS社より2013－
2014年度の品質優秀サプライヤー賞を受
賞し、９月にデトロイトで授賞式が催されま
した。MSSC CANADA INC.は２年連続
の受賞となりました。
　今後もGENERAL MOTORS社をはじめ、
すべてのお客様に高い品質の製品を供給し
続けることにより、さらに信頼されるサプラ
イヤーとなるべく努力してまいります。

　当社は2010年より特殊鋼製造の技術支
援契約を締結しているPT. JATIM TAMAN 
STEEL社と８月に資本参加の調印を行いま
した。現在は製鋼工場の設備投資が終了し、
板ばね用素材のビレットの品質確性と一部
販売を行っています。引き続き、新圧延工
場への設備投資を行い、今後、特殊鋼鋼材
事業の海外での製造・販売拠点として、ア
セアン地域に進出したユーザーの現地調達
に2016年より対応していく予定です。
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　当社グループの三菱長崎機工株式会社は、以下の
製品を納入いたしました。
　鉄構品のパルプ蒸気乾燥機は、高い部品精度を要
求された設備であり、製糖所で「甜

てんさい
菜」を搾った時に

発生する搾りかす（ビートパルプ）を、加熱された蒸気
を利用して乾燥させ、家畜飼料にする設備です。従来
は石油で焼却処理をしていたため、エネルギーコスト
の大幅な削減を実現します。

幅広いお客様へ各種製品を納入

新型マニプレータ（高精度・高機能タイプ）

鍛造プレスと新型マニプレータ

パルプ蒸気乾燥機

　また、鍛圧機械製品では、鍛造プレス
と新しく開発したマニプレータを納入しま
した。特に新型マニプレータは、プレス機
の性能を十分に発揮させるべく、加速性能
と停止制御精度は従来比で２倍の能力を
持ち、重量は従来比で30％軽量化された

「高精度・高機能タイプ」のマニプレータ
です。これにより、生産性向上及び製品
精度向上を図ります。今後もさらなる開
発・改善を進めてまいります。
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（単位:百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

たな卸資産

その他

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

その他

無形固定資産

のれん

その他

投資その他の資産

投資有価証券

その他

63,469

10,578

25,287

11,500

13,911

2,191

53,678

25,565

9,509

8,367

6,143

1,544

2,562

822

1,739

25,550

22,504

3,045

（負債の部）

流動負債 30,959

支払手形及び買掛金 14,381

短期借入金 10,235

その他 6,342

固定負債 24,172

長期借入金 9,929

その他 14,242

負債合計 55,131

（純資産の部）

株主資本 53,629

資本金 9,924

資本剰余金 3,605

利益剰余金 41,208

自己株式 △1,109

その他の包括利益累計額 2,614

その他有価証券評価差額金 5,563

為替換算調整勘定 △762

退職給付に係る調整累計額 △2,186

少数株主持分 5,772

純資産合計 62,015

資産合計 117,147 負債・純資産合計 117,147

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　　73,451百万円

連結貸借対照表の要旨（平成26年9月30日現在）

連結財務諸表
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（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで） （単位:百万円）

科　　目 金　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,588

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,710

財務活動によるキャッシュ・フロー △0

現金及び現金同等物に係る換算差額 184

現金及び現金同等物の減少額 △3,937

現金及び現金同等物の期首残高 26,015

現金及び現金同等物の四半期末残高 22,078

（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで） （単位:百万円）

科　　目 金　　額

売上高 59,120

売上原価 50,786

売上総利益 8,333

販売費及び一般管理費 6,041

営業利益 2,292

営業外収益 751

営業外費用 296

経常利益 2,747

税金等調整前四半期純利益 2,747

法人税、住民税及び事業税 791

法人税等調整額 252

少数株主損益調整前四半期純利益 1,703

少数株主利益 147

四半期純利益 1,555

連結損益計算書の要旨 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

（注）1株当たりの四半期純利益　　　10円11銭
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当社グループの概況（平成26年9月30日現在）

本 社 東京都中央区晴海三丁目2番22号

設 立 昭和24年12月

資 本 金 99億2千4百万円

事 業 所 千葉製作所、広田製作所

支 社 中部（名古屋）

支 店 大阪

営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国16ヵ所

海 外 事 務 所 デュッセルドルフ（ドイツ）

子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社

  三菱長崎機工株式会社

  菱鋼運輸株式会社

海外

  PT. MSM INDONESIA

  MSSC CANADA INC.

  MSSC US INC.

  寧波菱鋼弾簧有限公司

  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.

  MSM CEBU, INC.

  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

会社概要

＊印は代表取締役であります。
髙島正之、菱川　明、與良俊明、関根修一郎の4氏は会社法に定
める社外役員であり、独立役員として株式会社東京証券取引所に
届け出ております。
監査役の南 光雄氏は平成26年８月22日付で、辞任により退任い
たしました。

１．
２．

３．

＊ 取 締 役 社 長 大　野 信　道

＊ 常 務 取 締 役 佐　藤 弘　志

常 務 取 締 役 佐　藤 基　行

取 締 役 髙　島 正　之

取 締 役 菱　川 　　明

取 締 役 髙　川 　　繁

取 締 役 細　井 常　雄

取 締 役 山　口 　　仁

監 査 役（ 常 勤 ） 與　良 俊　明

監 査 役（ 常 勤 ） 班　目 健　二

監 査 役 関　根 修一郎
（注）

当社の役員（平成26年9月30日現在）
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当社の株式の状況（平成26年9月30日現在）

発行済株式の総数 156,556,683株
株主数 13,694名
大株主

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

三 菱 重 工 業 株 式 会 社 10,000 6.5

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 7,152 4.6

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 4,293 2.8

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,420 2.2

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,412 2.2

三 菱 商 事 株 式 会 社 3,352 2.2

ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー 505223 3,255 2.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,233 2.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,932 1.9

三 菱 製 鋼 共 栄 会 2,784 1.8

（注）持株比率は、自己株式2,690千株を控除して計算しております。

当社の所有者別株式数（平成26年9月30日現在）

合計
156,556千株

所有者 株数（千株） 構成比（%）

■ 金融機関 40,982 26.6

■ 金融商品取引業者 3,742 2.4

■ 事業法人・その他法人 34,537 22.4

■ 外国法人等 24,730 16.1

■ 個人・その他 49,872 32.5
（注）構成比は、自己株式2,690千株を控除して計算しております。

株式情報
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ネットワーク

海外拠点

三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
（室蘭市）

広田製作所
（会津若松市）

菱鋼運輸株式会社
（市川市）

千葉製作所
（市原市）本社

（東京都中央区）

MSSC US INC.
（米国  ケンタッキー州
  ホプキンスビル市）

MSSC CANADA INC.
（カナダ  オンタリオ州
  チャタム市）寧波菱鋼弾簧有限公司

（中国  浙江省  寧波市）

デュッセルドルフ事務所
（ドイツ  デュッセルドルフ市）

MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
（インド  タミル・ナドゥ州  チェンナイ）

MSM（THAILAND）CO., LTD.
（タイ  チョンブリ県　シラチャ郡）

MSM CEBU, INC.
（フィリピン  セブ州  ラプラプ市）

中部支社
（名古屋市）

大阪支店
（大阪市）

広島営業所
（広島市）

福岡営業所
（福岡市）

三菱長崎機工株式会社
（長崎市）

PT. MSM INDONESIA
（インドネシア  東ジャワ州  グレシック市）

本社　　事業所　　営業拠点　　海外事務所
サービスセンター　　子会社

国内拠点
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事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 6月下旬

同 総 会 権 利 行 使 3月31日株 主 確 定 日

期末配当の基準日 3月31日

中間配当の基準日 9月30日

株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂7丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL http://www.mitsubishisteel.co.jp/

証 券 コ ー ド 5632

（ご注意）
1． 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきまして

は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取
り扱いできませんのでご注意ください。

2． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。

 　なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（注）  本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

株主メモ
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


